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１．令和６年度介護報酬改定について 
 

○ 令和６年度介護報酬改定に向けては、本年５月２４日より、社会保障審議会介護

給付費分科会において議論が行われている。 

 

○ 令和６年度介護報酬改定に向けては、診療報酬との同時改定であることや新型コ

ロナウイルス感染症への対応の経験等を踏まえ、令和３年度介護報酬改定に関する

審議報告及び令和４年社会保障審議会介護保険部会意見書における指摘などに基づ

き、各サービス種類毎の論点とあわせ、分野横断的なテーマを念頭に置き、議論し

ていく予定である。 

 

〇 令和６年度は、６年に一度の診療報酬、介護報酬及び障害福祉サービス等報酬の

同時改定になるとともに、医療介護総合確保方針、医療計画、介護保険事業（支援）

計画、医療保険制度改革などの医療と介護に関わる関連制度の一体改革にとって大

きな節目であることから、今後の医療及び介護サービスの提供体制の確保に向け

様々な視点からの検討が重要となる。このため、中央社会保険医療協議会総会及び

社会保障審議会介護給付費分科会において、診療報酬と介護報酬等との連携・調整

をより一層進める観点から、両会議の委員のうち、検討項目に主に関係する委員で

意見交換を行う場を設けることとし、中央社会保険医療協議会総会及び社会保障審

議会介護給付費分科会がそれぞれ具体的な検討に入る前に、テーマ・課題に主に関

わる委員にて意見交換を行った。 

 

○ 今後、本年中に分科会において基本的な考え方の整理・とりまとめが行われ、本

年度末に報酬告示の改正等を行う予定であるので、ご了知をいただきたい。 

 
【これまでの介護給付費分科会の開催実績】 

・【第217回】（５月 24日） 

令和６年度介護報酬改定に向けた今後の検討の進め方について 

・【第218回】（６月 28日） 

令和６年度介護報酬改定に向けて（定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、小規模

多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、看護小規模多機能型居宅介護）等 

・【第219回】（７月 10日） 

令和６年度介護報酬改定に向けて（通所介護、認知症対応型通所介護、療養通所介護、通所リハビリテ 

ーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護） 

・【第220回】（７月 24日） 

令和６年度介護報酬改定に向けて（訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、 

居宅療養管理指導、居宅介護支援、福祉用具・住宅改修） 

 

※令和６年度の同時報酬改定に向けた意見交換会の開催実績 

・【第１回】（３月15日） 

  地域包括ケアシステムのさらなる推進のための医療・介護・障害サービスの連携、リハビリテーショ

ン・口腔・栄養、要介護者等の高齢者に対応した急性期入院医療 

・【第２回】（４月19日） 

 高齢者施設・障害者施設等における医療、認知症 

・【第３回】（５月18日） 

人生の最終段階における医療・介護、訪問看護 
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２．介護療養型医療施設の移行について 

 

○ 地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律

（平成 29年法律第 52号）に基づき、平成 30年４月から、今後増加が見込まれ

る長期的な医療と介護のニーズを併せ持つ高齢者の受け皿を確保するため、介

護医療院が創設されるとともに、介護療養型医療施設については、平成 29年度

末であった移行期限が、令和５年度末まで６年間延長とされたところである。 

 

○ 上記を踏まえ、平成 30年度からは、委託事業である介護医療院開設移行等

支援事業の一環として、介護医療院への移行状況の把握を行っており、皆様に

ご協力いただいているところである（介護医療院の開設状況は令和５年３月末

日時点で 764施設、45,220療養床）。 

 

○ 昨年度より、介護医療院開設移行等支援事業において、各自治体のご担当者

の方にご連絡をさせていただき、個々の介護療養型医療施設の移行予定の把

握・意思決定に向けた支援についてご協力をいただいており、令和５年６月の

集計では介護療養型医療施設は 233施設であり、移行先が未定の施設は 11施

設まで減少しているところである。 

 

○ 令和５年度末の介護療養型医療施設に係る有効期限まで残り約８か月となっ

ており、引き続き移行に向けた支援を実施していただきつつ、特に移行先が未

定の施設については早急に移行先を決定するよう各施設との連携を密に図って

いただきたい。 

 

○ なお、介護保険法等の有効期限については、令和５年６月 23日に改めて通

知※を発出しているため、管内の介護療養型医療施設及び関係団体等に周知い

ただきたい。 

※「介護療養型医療施設に係る介護保険法等の有効期限について（再周知）」

（令和５年６月 23日 老老発 0623第 1号 老人保健課長通知) 
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３．高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症への対応等について 
（医療機関との協力体制、ワクチン接種） 

 

【医療機関との協力体制】 

○  令和３年４月以降、施設内療養を行う介護施設等に対し、新たに補助を実施（施設

内療養者１名につき 15万円。15日以内に入院した場合は、施設内療養期間に応じ１

万円／日を日割り補助）。 

さらに、令和４年１月以降、まん延防止等重点措置区域等の施設であって、当該施

設内の療養者数が一定数を超える場合は、施設内療養者１名につき１万円／日を追

加補助（合計最大１名につき30万円／日）。また、令和４年４月８日から７月末日まで、

当該追加補助の対象地域を、まん延防止等重点措置区域等に限らず全国へと拡大し

ている。 

※地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）のかかり増し費用を助成する介護

サービス事業所等のサービス提供体制確保事業の中で実施。 

 

○  令和５年５月８日の新型コロナウイルス感染症の類型見直し後も当面支援を行うこ

ととしたが、施設内療養の補助については、医療機関の確保、感染症対策のための

研修及び訓練の実施、ワクチンの接種を行っていることを新たに要件とした。 

 

○  特に高齢者施設等と医療機関との連携強化については、都道府県等に対し令和 4

年３月より累次に依頼してきているところ。医療機関の確保を含む新たな補助要件の

実施状況については、令和５年３月の事務連絡にて高齢者施設等に対して調査を行

っている（とりまとめ中（6月 20日時点））。 

 

【ワクチン接種】 

○  第一期追加接種（従来ワクチンの３回目接種）以降、高齢者施設等の入所者等に

対する接種体制を構築するよう自治体に事務連絡を発出するとともに、高齢差施設

等における接種進捗状況の実態調査を実施してきた。 

 

○ 令和４年秋開始接種（５回目接種）については、令和４年９月20日から開始され、高

齢者施設等の入所者における接種の実施状況を調査した。令和５年１月末までに

95.8％の施設で１月末までに接種が予定されていた。 

 

○  令和５年春開始接種（６回目接種）については、令和５年５月８日から開始され、自

治体に対して実施体制の構築と進捗管理の実施を行うよう事務連絡で周知した。ま

た、５月末時点での接種実績と見込みについての調査を依頼済み。さらに、６月末時

点での接種実績と見込みについても追加調査予定である。 
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４. 在宅医療・介護連携推進支援事業における都道府県・市町村連携支援及
び自治体担当者研修会議について 

 

○ 平成 26年介護保険法改正により、市町村が実施主体である地域支援事業

に位置づけられた「在宅医療・介護連携推進事業」は、現在、全ての自治

体で実施頂いていると認識している。 

 

○ 令和２年介護保険法改正に併せて、より在宅医療・介護連携推進事業を

推進する目的で、省令や「在宅医療・介護連携推進事業の手引き」等の見

直しを実施したところ。 

 

○ 本年度は第９期介護保険事業（支援）計画の基本指針の改定により、在

宅医療・介護連携推進事業の更なる推進が期待される。 

 

○ 「在宅医療・介護連携推進支援事業」において、本年度は都道府県・市

町村連携支援及び自治体担当者研修会議を拡充して実施することから、多

くの自治体の皆様に御参画を御願いしたい。 

 

【都道府県・市町村連携支援】 

○ 在宅医療・介護の連携において特に重要となる「４つの場面（日常の療

養支援、入退院支援、急変時の対応、看取り）」等に着目し、市区町村が都

道府県と連携し、より効果的・効率的な事業推進に向けた取り組みが可能

となることを目的に、都道府県・市町村連携支援を実施予定。 

本年度は、応募に係る事務連絡を本年８月頃に発出する予定であり、都

道府県においては管内市町村への周知及び連携支援への参加等に協力いた

だくよう御願いしたい。 

 

【自治体担当者研修会議について】 

○ 在宅医療・介護連携事業を担当する自治体職員等が、事業実施にあたり

必要な知識・技術を習得することにより、企画立案能力及び実践能力の向

上に資すること、さらに、地域の実情に応じた効果的な在宅医療・介護連

携の推進に資することを目的として、例年、自治体担当者研修会議を開催

している。令和５年度については、11月頃の開催を予定しているので、出

席についてご配慮願いたい。 
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５．看護小規模多機能型居宅介護の広域利用に関する手引きについて 

 

○ 看護小規模多機能型居宅介護は、今後、サービス利用機会の拡充を図るため、地域

密着型サービスとして、どのような地域であっても必要な方がサービスを利用しや

すくなるような方策や提供されるサービス内容の明確化など、更なる普及を図る方

策について検討し、示していくことが適当、とされたところ（※１）。 

 

※１ 介護保険制度の見直しに関する意見（令和４年 12月 20日社会保障審議会介護保険部会） 抜粋 

〇 看護小規模多機能型居宅介護は、主治医との密接な連携の下、通い・泊まり・訪問における介

護・看護を利用者の状態に応じて柔軟に提供する地域密着型サービスとして、退院直後の利用

者や看取り期など医療ニーズの高い中重度の要介護者の在宅での療養生活を支えている。今後、

サービス利用機会の拡充を図るため、地域密着型サービスとして、どのような地域であっても

必要な方がサービスを利用しやすくなるような方策や提供されるサービス内容の明確化など、

更なる普及を図るための方策について検討し、示していくことが適当である。 

 

○ 上記を踏まえ、法律において看護小規模多機能型居宅介護のサービス内容が明確化

（※２）されたほか、第９期介護保険事業（支援）計画の基本指針（大臣告示）に、

都道府県の適切な関与のもと、看多機等の広域利用に関する事前同意（※３）の協議・

検討を進める旨を明記する予定である。 

 

※２ 全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する

法律（令和５年５月 19日公布） 

※３ 地域密着型サービスである看多機等は、事前に事業所の所在地市町村長から同意を得るこ

とにより、区域外指定の際には事業所の所在地市町村長の同意は不要となる。 

 

〇 また、地域密着型サービスの更なる普及が図られるよう看多機等の広域利用を促進

するための具体的方策について、区域外指定の事前同意を含め、今後、年内を目途に、

地方自治体向けに手引きを策定して周知（※４）する。 

 

※４ 令和５年度老人保健健康増進等事業「看護小規模多機能型居宅介護の特性を踏まえた普及を図る

方策に関する事業」 
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６．地域リハビリテーション支援体制の構築について  

 

【地域リハビリテーション支援体制の構築について】 

 

○ 社会保障審議会介護保険部会においてとりまとめられた「介護保険制度の見直しに

関する意見（令和４年度 12月 20日）」において、地域における高齢者リハビリテーシ

ョンの推進について、「高齢者リハビリテーションについては、どの地域でも適時適切

に提供されるよう、地域支援事業と保険給付の双方の観点からのリハビリテーション

提供体制の構築を更に促進していくことが必要である。そのために、介護保険事業（支

援）計画での対応も含めて、地域リハビリテーション支援体制の構築の推進が必要で

ある。」とされている。 

 

○ 当該意見を踏まえ、本年度中に第９期介護保険事業（支援）計画の基本指針におい

て、地域リハビリテーション支援体制の構築の推進のため、以下の記載を行う予定。 

➢  都道府県においては、都道府県医師会をはじめとした関係団体・関係機関等の

保健・医療・福祉の関係者で構成される協議会を設けた上で、都道府県リハビ

リテーション支援センターにおいて、リハビリテーション資源の把握や行政・

関係団体との連絡調整を行いつつ、地域での相談支援、研修、通いの場や地域

ケア会議等への医療専門職等の派遣の調整といった具体的な取組を進めること。 

➢  市町村においては、地域の医師会をはじめとした関係団体・関係機関等との協

議の場を設けた上で、具体的な取組を進めること。 

 

○ 体制整備にあたっては、「地域包括ケアシステム構築に向けた地域リハビリテーショ

ン体制整備マニュアル」（令和３年３月）を参考としてご活用いただきたい。 

 

〇 なお、保険給付の観点からのリハビリテーション提供体制の構築については、「介護

保険事業（支援）計画における要介護者等に対するリハビリテーションサービス提供

体制の構築に関する手引き」（令和２年８月）を参考としてご活用いただきたい。 

 

○ また、令和５年度老人保健健康増進等事業において、自治体担当者の方向けに、地

域リハビリテーション支援体制の構築に向けた研修会を実施する予定であるので、追っ

てご連絡をする。 
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７．要介護認定制度等について  
 

○ 要介護認定（要支援認定を含む。以下同じ。）については、近年、年間認定者

数が増加傾向にあることに伴う認定事務負担の増大等により、申請から認定ま

での期間の長期化が課題となっている。今後も、要介護認定の申請件数の増加

が見込まれる中、各保険者において要介護認定を遅滞なく適正に実施するため

に必要な体制確保をお願いしたい。 

 

○ 令和４年 12月 20日に開催された社会保障審議会介護保険部会の介護保険制

度の見直しに対する意見では 

 
介護認定審査会を簡素化して実施する場合の審査会への通知の省略については、保険者の負

担軽減に資する一方で、公平な立場にある専門家の合議による審査を行わない場合、要介護認

定の公平性・医学的妥当性を確保することが困難となることから慎重に考える必要がある。 

  一方で、申請から要介護認定までの期間を短縮するためには各保険者における審査の簡素化・

効率化の取組を一層推進する必要が重要である。 

  このため、より多くの保険者が審査の簡素化に取り組むことができるように具体的にどのよう

に審査を簡素化しているかの事例を収集・周知することが適当である。 

  加えて、現在、新型コロナの感染状況を踏まえ、認定審査会について ICTを活用して実施でき

ることとしているが、本取扱について業務効率化の観点から新型コロナの感染状況を問わず継続

することが適当である。 

 

 とされております。 

 

○ 令和４年度の介護保険部会のとりまとめを踏まえ、審査会の簡素化に取り組

んでいる自治体にヒアリングを実施し、令和５年５月８日付事務連絡にて介護

認定審査会の簡素化に関する取組事例の周知を発出しておりますのでご承知お

きいただきたい。 

 

○ 認定審査会簡素化の要件は以下の６条件全てに合致する者が対象となる。 

① 第１号被保険者である 

② 更新申請である 

③ コンピュータ判定結果の要介護度が、前回認定結果の要介護度と一致している  

④ 前回認定の有効期間が 12か月以上である 

⑤ コンピュータ判定結果が要介護 1 または要支援 2 の者の場合は、今回の状態

安定性判定ロジックで「安定」と判定されている 

⑥ コンピュータ判定結果の要介護認定等基準時間が「一段階重い要介護度に達

するまで 3分以内（重度化キワ 3分以内）」ではない 

 

 ○ ICT 等を活用した要介護認定審査会の開催については、令和２年２月 28 日付

事務連絡でお示ししたとおり、ICT 等の活用により合議が出来る環境であれば必

ずしも特定の場所に集まって実施する必要がないが、要介護認定審査会の業務効

率化や日程調整等の事務負担の軽減の観点から、令和５年５月８日付事務連絡

「ICT 等を活用した介護認定審査会の開催について」を発出し、今後、新型コロ

ナウイルス感染症対策に限らず実施できるとしているのでご承知おきいただき

たい。 
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８．介護情報の利活用について  
 

○ 介護情報の利活用に向けて、本年５月にとりまとめられた「医療 DXの推進に

関する工程表」において、介護事業所・医療機関等で情報共有できる基盤であ

る「全国医療情報プラットフォーム」の構築が示されている。また、介護情報

の共有については、自治体システムの標準化の状況を踏まえ、令和８年度から

全国実施の予定である。 

 

○ 医療 DXの取組や全国医療情報プラットフォームの創設については、本年５月

に閣議決定された「経済財政運営と改革の方針 2023」においても示されてい

る。 

 

○ こうした中、介護情報を自治体、介護事業所、医療機関、利用者等と共有で

きる情報基盤の整備に向けて、本年介護保険法を改正し、介護情報を共有・活

用する事業を地域支援事業に位置づけ、市町村は当該事業について、医療保険

者等と共同して国保連及び支払基金に委託できることとした。 

 

○ 共有する介護情報としては、要介護認定情報、レセプト情報、ケアプラン、

LIFE情報を主に想定しているが、具体的な情報の範囲等については、介護情報

利活用ワーキンググループにおいて検討を進めている。 

 

○ 介護関連データの活用に関しては、介護レセプトや要介護認定等情報の収

集・分析に加え、これらの情報では把握できない具体的なケアの内容や心身の

状態の変化に係るデータを収集・分析し、科学的に自立支援等の効果が裏付け

られた介護を実現することを目指している。 

 

 ○ 令和３年度より、LIFE（科学的情報システム（Long-term care Information 

system For Evidence））の運用を開始し、介護報酬の一部の加算について、

LIFEへのデータ提供等を要件としたところ。 

 

○ LIFEに入力されたデータを介護事業所へフィードバックしており、本年６月

までに全ての LIFE関連加算について、事業所別及び利用者別のフィードバック

票をお返ししている。各加算のフィードバック票のイメージは、厚生労働省ホ

ームページ上で公開している。 

 

○ また、LIFEの利活用を推進するため、昨年度、自治体職員向けの研修及びマ

ニュアルの作成を行った。研修動画やマニュアルについては、厚生労働省ホー

ムページ上で公開している。各自治体におかれては、LIFEについてご理解いた

だき、事業所等への積極的な働きかけにご協力をお願いしたい。 
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